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業績予想の修正に関するお知らせ 

 

 

 最近の業績動向等を踏まえ、平成１５年５月２０日の決算発表時に公表した平成１６年 3

月期の業績予想を下記のとおり修正いたしましたのでお知らせいたします。 

 

１ 平成１６年３月期中間予想数値の修正（平成１５年４月１日～平成１５年９月３１日） 

（連結）                           （単位：百万円、％） 

 売上高 経常利益 中間（当期）純利益 
前 回 発 表 予 想（Ａ） 126,170 6,851 3,018 
今 回 修 正 予 想（Ｂ） 123,488 5,864 2,538 
増  減  額（Ｂ－Ａ） △2,682 △987 △480 
増  減  率（％） △2.1 △14.4 △15.9 
前期実績（平成15年中間） 122,754 7,544 3,167 
対前期比増減率 0.5 △22.2 △19.8 

 

（単独）                           （単位：百万円、％） 

 売上高 経常利益 中間（当期）純利益 
前 回 発 表 予 想（Ａ） 88,112 4,183 2,527 
今 回 修 正 予 想（Ｂ） 86,977 3,077 1,927 
増  減  額（Ｂ－Ａ） △1,135 △1,106 △600 
増  減  率（％） △1.2 △26.4 △23.7 
前期実績（平成15年中間） 92,827 5,266 3,118 
対前期比増減率 △6.3 △41.5 △38.1 

  注：当社は平成１５年４月１日に常駐警備部門の一部を「綜警常駐警備株式会社」に 

分割し、また、同日綜警電気産業株式会社を吸収合併いたしました。 

 



２ 平成１６年３月期通期予想数値の修正（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

（連結）                           （単位：百万円、％） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
前 回 発 表 予 想（Ａ） 256,863 18,978 9,637 
今 回 修 正 予 想（Ｂ） 248,404 14,758 7,519 
増  減  額（Ｂ－Ａ） △8,459 △4,220 △2,118 
増  減  率（％） △3.2 △22.2 △21.9 
前期実績（平成15年3月期） 248,385 18,396 7,549 
対前期比増減率 0       △19.7 △0.3 

 

（単独）                           （単位：百万円、％） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
前 回 発 表 予 想（Ａ） 180,364 11,228 6,781 
今 回 修 正 予 想（Ｂ） 176,218 8,799 5,499 
増  減  額（Ｂ－Ａ） △4,146 △2,429 △1,282 
増  減  率（％） △2.2 △21.6 △18.9 
前期実績（平成15年3月期） 188,141 11,864 5,758 
対前期比増減率 △6.3 △25.8 △4.4 

  注：当社は平成１５年４月１日に常駐警備部門の一部を「綜警常駐警備株式会社」に 

分割し、また、同日綜警電気産業株式会社を吸収合併いたしました。 

 

３ 業績予想修正の理由 

（中間期）単独業績につきましては、売上が機械警備部門で大口顧客の解約・値下等があ

り計画を下回る見込みです。また経常利益は売上高の減少を諸経費削減ではカバー出来な

かったことに加えて、営業力強化の費用が増加しており、発表予想を下回る見込みであり

ます。連結業績につきましては前述の当社（単独）の中間期業績予想の修正を踏まえて、

中間期業績予想（連結）を修正するものであります。 

（通期）単独業績につきましては、売上が機械警備部門で中間期までの解約・値下による

契約残高の減少が影響して計画を下回る見込みです。また経常利益は売上高の減少による

影響に加えて、営業力強化の費用が増加しており、発表予想を下回る見込みであります。

連結業績につきましては前述の当社（単独）の通期業績予想の修正を踏まえて、通期業績

予想（連結）を修正するものであります。 

  以 上 

                                               


